[image: image1.png]HAB SRR

NI i it e sainon






貸金業者の経営実態等に関するアンケート
アンケートにご回答いただくにあたって（ご一読下さい）
· 本調査の集計結果は、日本貸金業協会における各種施策の検討にかかる会議への提供、
関係機関への提供、および各種メディア向けの報道発表を予定しております。
ただし、提供および発表する情報は、集計されたものに限定され、個社のご回答の内容が
協会外部に提供・発表されることは一切ございません。（協会員様につきましては、アンケートでご回答いただきました個社の情報を今後のサービス改善等の目的のために協会内で使用させていただきます。）
· アンケート調査票の送付先には十分注意を払っておりますが、万一、ご担当業務と関係がない場合には、お手数をおかけして誠に恐縮ですが、関係部署のご担当者様にご転送いただきたくお願い申し上げます。
· アンケート調査票のご提出は、同封の返送用封筒（切手不要）を使って、ご返送下さいます
ようお願い申し上げます。
· また、ご回答にあたって、電子ファイルによる提出をご希望される場合、Microsoft Word形式の記入シートを用意しております。
日本貸金業協会のホームページ（http://www.j-fsa.or.jp/index.php）から、記入シートをダウンロードの上、JPABchousa@abeam.com宛にメールでご送付ください。
＜ご回答が難しい場合等について＞

· お伺いする内容で、「回答しにくい」、「算出できない」、あるいは「開示できない」、項目については、直近の傾向値（サンプリングによる確認や感覚的な回答等）等、可能な範囲でのご回答をお願いいたします。
ただし、それでも「回答が難しい場合」や「回答できる内容が殆どない場合」は無回答（空欄）としていただいて構いません。
· また、ご訂正をいただく場合は、二重線でご回答を訂正下さいますようお願い申し上げます。
· 本調査は任意にお願いしているものではございますが、ご回答可能な範囲で構いませんので、ご多忙のところ、お手数をおかけしますが、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

本アンケートの内容やご記入に関しましてご不明な点やご質問などがございましたら、
下記までお問い合わせのほどお願い申し上げます。


以下に、「商号又は名称」「協会員番号」「登録番号」「（本アンケートを担当する）ご担当部署、ご担当者名」等をご記入のうえ、ご返送いただきますよう、お願い申し上げます。
※下記にご記載いただいたお問合せ先ご担当部署、ご担当者名はアンケートの調査・分析に利用いたしません。
	商号、又は名称
	

	協会員/非協会員
※該当するものに○印
をつけてください。
	協会員
	非協会員

	協会員番号
	０
	０
	
	
	
	

	登録番号
	
	財務（支）局長
知事
	（　　）
	第　　　　　　　号

	
	（登録先の財務局・都道府県）
	（更新回数）
	（登録番号）

	お問い合わせ先
ご担当部署、ご担当者名、電話番号
	ご担当部署
	

	
	ご担当者名
	

	
	電話番号
	

	指定信用情報機関
への加入状況
※該当するものに○印
をつけてください。
	㈱日本信用情報機構
（ＪＩＣＣ）
	㈱シー・アイ・シー
（ＣＩＣ）
	加入していない

	法人事業主・
個人事業主の区分
※該当するものに○印
をつけてください。
	法人事業主
	法人事業主
	法人事業主
	個人事業主

	
	（資本金10億円以上）
	（資本金10億円未満
5億円以上）
	（資本金5億円未満）
	

	親会社（※1）
その他の関係会社
（※2）の有無

※該当するものに○印
をつけてください。
	有
	無


	親会社（※1）
その他の関係会社
（※2）の業態
※親会社、その他の関係
会社の有無で「有」と
回答された方は、
該当する業態に○印
をつけてください。
	＜預金取扱金融機関＞
· 都市銀行
· 地方銀行

· 信金/信組/労金
· その他預金取扱
金融機関
	＜その他金融機関＞
· 保険会社

· 証券会社
· その他金融機関
＜小売/流通業＞
· 小売/流通業
	＜製造/サービス業＞
· 自動車
· 電機
· 建設/不動産
· その他製造/
サービス業
	＜その他＞
· 持ち株会社
· その他
（　　　　　　）


※1貴社の経営を支配している会社（貴社を子会社とする会社）
※2親会社以外で、貴社の財務及び事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができる会社
（貴社を関連会社とする会社）
以下の中から、貴社の業態区分をお選びいただき、当てはまる番号（　）に○印をつけてください。
	番号
	業態区分
	定　　義

	（　　　）
	1
	消費者向無担保貸金業者
	消費者向貸付残高が合計貸付残高の5割以上で、かつ、消費者向貸付残高のうち無担保（除住宅向）貸付残高が最も多いもののうち、6～12のいずれにも該当しないもの

	（　　　）
	2
	消費者向有担保貸金業者
	消費者向貸付残高が合計貸付残高の5割以上で、かつ、消費者向貸付残高のうち有担保（除住宅向）貸付残高が最も多いもののうち、6～12のいずれにも該当しないもの

	（　　　）
	3
	消費者向住宅向貸金業者
	消費者向貸付残高が合計貸付残高の5割以上で、かつ、消費者向貸付残高のうち住宅向貸付残高が最も多いもののうち、6～12のいずれにも該当しないもの

	（　　　）
	4
	事業者向貸金業者
	事業者向貸付残高が合計貸付残高の5割以上で、かつ、5～12のいずれにも該当しないもの

	（　　　）
	5
	手形割引業者
	事業者向貸付残高が合計貸付残高の5割以上で、かつ、事業者向貸付残高のうち手形割引残高が5割以上（全国事業者金融協会に加盟しているものにあっては2割5分以上）のもののうち、6～12のいずれにも該当しないもの

	（　　　）
	6
	クレジットカード会社
	日本クレジットカード協会に加盟しているもの
（7～12と重複する場合には6が優先する）

	（　　　）
	7
	信販会社
	包括信用購入あっせん業者又は個別信用購入あっせん業者として登録を受けているもの（8～12と重複する場合には7が優先する）

	（　　　）
	8
	流通・メーカー系会社
	電気機械器具関係の特例民法法人等、自動車関係の特例民法法人等に加盟しているもの（関係会社が同法人に加盟している場合も含む）または、日本百貨店協会、日本チェーンストア協会、日本商店連盟、日本専門店会連盟に加盟しているもの（関係会社が同協会等に加盟している場合も含む）（9、11と重複する場合には8が優先する）

	（　　　）
	9
	建設・不動産業者
	建設・不動産関係の特例民法法人等に加盟しているもの
（11と重複する場合には9が優先する）

	（　　　）
	10
	質屋
	質屋の許可を受けているもの
（8、9、11と重複する場合には10が優先する）

	（　　　）
	11
	リース会社
	（社）リース事業協会に加盟しているもの

	（　　　）
	12
	日賦貸金業者
	日賦貸金業者として登録されているもの
（8～11と重複する場合には12が優先する）

	（　　　）
	13
	非営利特例対象法人
	上記にかかわらず、非営利特例対象法人として貸金業者登録されているもの

	（　　　）
	14
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
＜本アンケートの回答にあたって＞
●選択式の質問の場合は、該当する項目の横の（　　　）に○をご記入ください。
●選択式以外の質問については、該当する数字をご記入ください。なお、特段の指定がない限り、
　数字は整数でご記入ください。
●回答が困難な設問箇所につきましては、回答可能な箇所のみご記入ください。

●回答を訂正する場合は、二重線で回答をご訂正ください。
●設問内容に応じて、貴社の業態における表現に読み替えて、ご記入ください。
（例えば、クレジットカード会社様に置かれましては、「貸付」を「キャッシング」と読み替えて
アンケートをご記入ください）
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
【基本情報について】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
問1. 貴社の「資本金」「従業員数」「平均年齢」「店舗数」「主となる貸付先」「兼業有無」「本店所在地（都道府県名）」について、以下の該当箇所に数値または当てはまるものに○をご記入ください。
	項目名
	直近時点
（2017年3月）

	A
	資本金
	
	万円

	B
	従業員数
	
	人

	C
	
	うち貸金業に従事している従業員数
	
	人

	D
	「Ｂ．従業員」の平均年齢
	
	歳

	E
	店舗数
	
	店

	F
	
	うち有人店舗数
	
	店

	G
	
	うち無人店舗数
	
	店

	Ｈ
	主となる貸付先　※
	消費者向け
	事業者向け

	Ｉ
	兼業の有無
	兼業していない
	兼業している

	J
	本店所在地（都道府県名）
	


※「H.主となる貸付先」については、合計貸付残高の５割以上を占めるもの

問2. 貴社の成り立ち（企業グループ・系列※に属しているかどうか）について、以下の中から当てはまるもの一つに○をご記入ください。
※「企業グループ・系列」とは、20％以上の議決権を所有している会社、ないしは出資、人事、資金、技術、取引等の関係を通じて、財務、営業、事業の方針の決定に重要な影響を与えることができる関係会社や、核となる有力企業のもとに形成された、グループ化された長期的取引関係のある企業等を指します。
	
	
	貴社の成り立ち

	01
	日本の企業グループ・系列に属している
	（　　　　）

	02
	海外の企業グループ・系列に属している
	（　　　　）

	03
	何れの企業グループ・系列にも属していない
	（　　　　）


問3. 問2で「01日本の企業グループ・系列に属している」、「02海外の企業グループ・系列に属している」と回答された方にお伺い致します。

貴社が属している企業グループ・系列の名称等をご記入ください。
　　
	属している企業グループ・系列の名称

	


問4. 問1で「兼業している」と回答された方にお伺い致します。貴社が兼業している貸金業以外の事業について、以下の中から当てはまるもの全てに○をご記入ください。

※「その他」を選択された方は、カッコ内に事業内容をご記入ください。
	
	
	現在行っている事業
	
	
	
	現在行っている事業

	01
	信用保証業
	（　　　　）
	
	20
	不動産特定共同事業
	（　　　　）

	02
	金融商品取引業
	（　　　　）
	
	21
	不動産投資顧問業
	（　　　　）

	03
	保険代理業
	（　　　　）
	
	22
	不動産管理業（マンション管理等）
	（　　　　）

	04
	銀行代理業
	（　　　　）
	
	23
	賃貸住宅管理業
	（　　　　）

	05
	前払式支払手段発行業
	（　　　　）
	
	24
	倉庫業
	（　　　　）

	06
	資金移動業
	（　　　　）
	
	25
	EC事業
	（　　　　）

	07
	仮想通貨交換業
	（　　　　）
	
	26
	卸売・小売業
	（　　　　）

	08
	包括信用購入あっせん業
	（　　　　）
	
	27
	飲食店・宿泊業
	（　　　　）

	09
	個別信用購入あっせん業
	（　　　　）
	
	28
	製造業
	（　　　　）

	10
	個別方式の割賦販売業
	（　　　　）
	
	29
	電気通信事業
	（　　　　）

	11
	包括方式の割賦販売業
	（　　　　）
	
	30
	貨物利用運送事業
	（　　　　）

	12
	包括方式のローン提携販売業
	（　　　　）
	
	31
	旅客運送事業
	（　　　　）

	13
	前払式割賦販売・特定取引業
	（　　　　）
	
	32
	旅行業
	（　　　　）

	14
	決済代行業
	（　　　　）
	
	33
	労働者派遣事業
	（　　　　）

	15
	リース業
	（　　　　）
	
	34
	老人福祉・介護事業
	（　　　　）

	16
	古物商
	（　　　　）
	
	35
	複合サービス業
	（　　　　）

	17
	建設業
	（　　　　）
	
	36
	生活関連サービス・娯楽業
	（　　　　）

	18
	宅地建物取引業
	（　　　　）
	
	37
	経営コンサルタント業
	（　　　　）

	19
	不動産賃貸業（貸家・貸事務所等）
	（　　　　）
	
	38
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	（　　　　）


＜「38.その他」の内訳＞
「38.その他」が多岐にわたる場合は、主な事業を三つご記入ください。
	

	1
	

	2
	

	3
	


問5. 問1で「兼業している」と回答された方にお伺い致します。
貸金業と問4で回答いただいた兼業における収益に対する事業の割合をご記入ください。
	
	※事業収益での回答が困難な場合は、「経常利益」ベースでお答えください。
※整数または小数点第1位までご記入ください。
	収益に対する事業の割合

	01
	貸金業
	割

	02
	兼業の事業　（問4で回答した事業）
	割


問6-1. 問1で「兼業している」と回答された方で改正貸金業法が施行された（2010年6月）以降に貸金業以外の事業を始められた方にお伺い致します。
貴社が兼業を始めた理由について、以下の中から当てはまるもの全てと、最も大きな理由の一つに○をご記入ください。
	
	
	兼業を始めた
理由
	最も大きな
理由

	01
	貸金業と相乗効果があると考えたから
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	02
	貸金業だけでは経営が厳しくなったから
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	03
	貸金業以外の事業に魅力を感じたから
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	04
	グループ内の事業再編などやむを得ない事情があったから
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	05
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）


問6-2. 問1で「兼業している」と回答された方で改正貸金業法が施行される（2010年6月）以前から貸金業以外の事業と兼業されている方にお伺い致します。
貴社が兼業を始めた理由について、以下の中から当てはまるもの全てと、最も大きな理由の一つに○をご記入ください。
	
	
	兼業を始めた
理由
	最も大きな
理由

	01
	事業間の相乗効果があるから
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	02
	貸金業だけでは経営が厳しくなったから
（※貸金業を営んでいて新たに他の事業を始めた場合）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	03
	貸金業以外の事業に魅力を感じたから
（※貸金業を営んでいて新たに他の事業を始めた場合）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	04
	貸金業に将来性を感じたから
（※貸金業以外の事業を営んでいて新たに貸金業を始めた場合）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	05
	新規事業を始めるにあたり、貸金業登録の必要があったから
（※貸金業以外の事業を営んでいて新たに貸金業を始めた場合）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	06
	主たる事業を補完するために、貸金業が必要だったから
（※貸金業以外の事業を営んでいて新たに貸金業を始めた場合）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	07
	グループ内の事業再編などやむを得ない事情があったから
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	08
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）


問7. 貴社において、今後貸金業以外の事業を新たに行う予定（現在検討している）の有無について、以下の中から当てはまるもの一つに○をご記入ください。
	
	
	新たな事業の　　　方向性

	01
	貸金業以外の事業を新たに行う予定がある（検討している）
	（　　　　）

	02
	貸金業以外の事業を新たに行う予定はない（検討もしていない）
	（　　　　）


問8. 問7で「01貸金業以外の事業を新たに行う予定がある（検討している）」と回答された方にお伺い致します。貴社が新たに行う予定の事業（検討している事業）について、当てはまるもの全てに○をご記入ください。

※「その他」を選択された方は、カッコ内に行う予定の（検討している）事業をご記入ください。
	
	
	新たに行う
予定の事業
	
	
	
	新たに行う
予定の事業

	01
	信用保証業
	（　　　　）
	
	20
	不動産特定共同事業
	（　　　　）

	02
	金融商品取引業
	（　　　　）
	
	21
	不動産投資顧問業
	（　　　　）

	03
	保険代理業
	（　　　　）
	
	22
	不動産管理業（マンション管理等）
	（　　　　）

	04
	銀行代理業
	（　　　　）
	
	23
	賃貸住宅管理業
	（　　　　）

	05
	前払式支払手段発行業
	（　　　　）
	
	24
	倉庫業
	（　　　　）

	06
	資金移動業
	（　　　　）
	
	25
	EC事業
	（　　　　）

	07
	仮想通貨交換業
	（　　　　）
	
	26
	卸売・小売業
	（　　　　）

	08
	包括信用購入あっせん業
	（　　　　）
	
	27
	飲食店・宿泊業
	（　　　　）

	09
	個別信用購入あっせん業
	（　　　　）
	
	28
	製造業
	（　　　　）

	10
	個別方式の割賦販売業
	（　　　　）
	
	29
	電気通信事業
	（　　　　）

	11
	包括方式の割賦販売業
	（　　　　）
	
	30
	貨物利用運送事業
	（　　　　）

	12
	包括方式のローン提携販売業
	（　　　　）
	
	31
	旅客運送事業
	（　　　　）

	13
	前払式割賦販売・特定取引業
	（　　　　）
	
	32
	旅行業
	（　　　　）

	14
	決済代行業
	（　　　　）
	
	33
	労働者派遣事業
	（　　　　）

	15
	リース業
	（　　　　）
	
	34
	老人福祉・介護事業
	（　　　　）

	16
	古物商
	（　　　　）
	
	35
	複合サービス業
	（　　　　）

	17
	建設業
	（　　　　）
	
	36
	生活関連サービス・娯楽業
	（　　　　）

	18
	宅地建物取引業
	（　　　　）
	
	37
	経営コンサルタント業
	（　　　　）

	19
	不動産賃貸業（貸家・貸事務所等）
	（　　　　）
	
	38
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
	（　　　　）


＜「38.その他」の内訳＞
「38.その他」が多岐にわたる場合は、主な事業を三つご記入ください。
	

	1
	

	2
	

	3
	


問9. 問7で「01貸金業以外の事業を新たに行う予定がある（検討している）」と回答された方にお伺い致します。
貴社が新たに貸金業以外の事業を行う理由について、具体的にご記入ください。

	貸金業以外の事業を新たに行う理由

	


問10.貴社において、貸金業で現在実施している施策・サービスと過去実施していた施策・サービス、今後注力したい（実施したい）と考えている施策・サービスについて、以下の中から、当てはまるもの全てに○をご記入ください。

	＜①申込み受け付け＞
	現在実施している
施策・サービス
	現在は実施していないが、過去に実施していた施策・サービス
	現在は実施していないが、今後注力し
たい施策・サービス

	01
	店頭での申込み受け付け
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	02
	自動契約機での申込み受け付け
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	03
	郵送での申込み受け付け
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	04
	電話での申込み受け付け
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	05
	インターネット（パソコン）での申込み受け付け
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	06
	インターネット（携帯・スマートフォン）での申込み受け付け
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）


	＜②貸付・返済＞

	07
	店頭・ＡＴＭでの貸付・返済
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	08
	銀行振込による貸付・返済
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	09
	提携先のＡＴＭ等による貸付・返済
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	10
	銀行等の預金口座振替による返済
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	11
	コンビニ収納代行による返済
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	12
	スマートフォン等の電子機器による貸付・返済
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	13
	郵送での返済
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	14
	手形小切手による当座決済
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）


＜③返済方式＞
	15
	定率リボルビング方式
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	16
	借入後残高スライド元利定額返済方式
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	17
	残高スライドリボルビング方式
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	18
	定額リボルビング方式
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	19
	元利均等返済方式
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	20
	元金一括返済方式
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	21
	元金均等返済方式
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	22
	バルーン返済方式
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）


	＜④顧客との連絡方法・手段＞
	現在実施している
施策・サービス
	現在は実施していないが、過去に実施していた施策・サービス
	現在は実施していないが、今後注力し
たい施策・サービス

	23
	店頭窓口
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	24
	電話（オペレーターによる応答サービス）
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	25
	電話（機械による自動応答サービス）
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	26
	インターネット（会員専用ホームページ等）
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	27
	電子メール
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	28
	ソーシャル・ネットワーキング・サービス（LINE等）
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	29
	チャットによる応答サービス
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）


＜⑤その他＞
	30
	消費者向け貸付の媒介（住宅ローンの媒介を含む）
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	31
	事業者向け貸付の媒介
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	32
	ソーシャルレンディング等
（貸付型クラウドファンディング）
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	33
	フィンテックを活用したビジネスモデルの変革
（ビッグデータを活用した与信判断等）
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	34
	他の事業者との提携やアライアンスの推進
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）



＜問10の回答例＞

	
	
	現在実施している
施策・サービス
	現在は実施していないが、過去に実施していた施策・サービス
	現在は実施してい
ないが、今後注力したい施策・サービス

	現在実施している場合
	→
	（　　○　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	現在は実施していないが、過去に実施していた
今後も実施したいと思っていない場合
	→
	（　　　　　）
	（　　○　　）
	（　　　　　）

	現在は実施していないが、過去に実施していた
今後は実施したいと思っている場合
	→
	（　　　　　）
	（　　○　　）
	（　　○　　）

	現在も過去も実施していない
今後は実施したいと思っている場合
	→
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　○　　）

	現在も過去も実施していない
今後も実施したいと思っていない場合
	→
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）


問11. 問10で「消費者向け貸付の媒介（住宅ローンの媒介を含む）」「事業者向け貸付の媒介」「ソーシャルレンディング等の貸付（貸付型クラウドファンディングの媒介）」を現在実施していると回答された方にお伺い致します。
直近1年間における媒介について、それぞれ成立した件数と金額をご記入ください。

	
	直近1年間の媒介

	
	成立した件数
	成立した金額

	01
	消費者向け
	無担保貸付の媒介
	件
	百万円

	02
	
	有担保貸付の媒介
	件
	百万円

	03
	
	住宅向貸付の媒介
	件
	百万円

	04
	事業者向け
	無担保貸付の媒介
	件
	百万円

	05
	
	有担保貸付の媒介
	件
	百万円


問12.問10で「現在は実施していないが、過去に実施していた施策・サービス」、若しくは「現在は実施していないが、今後注力したい施策・サービス」と回答された具体的な理由について、以下の回答欄にぞれぞれご記入ください。

※回答の対象となる項目が多岐にわたる場合は、主な項目についてご回答ください。
	
	実施していた施策・サービスを
やめた理由
	現在は実施していないが、
今後注力したい理由

	1 
	申込み受け付け
	
	

	2 
	貸付・返済
	
	

	3 
	返済方式
	
	

	4 
	顧客との連絡方法・手段
	
	

	5 
	その他
	
	


問13. 貴社において、現在実施しているマーケティング（広告媒体）について、以下の中から当てはまるもの全てに○をご記入ください。また、今後注力するマーケティング（広告媒体）について、以下の中から当てはまるもの全てに○をご記入ください。

※「その他」を選択された方は、カッコ内に媒体の名称等をご記入ください。

	
	現在実施している媒体
	今後注力する媒体

	＜インターネット・スマートフォン広告＞
	
	

	01
	リスティング広告 ※1
	（　　　　）
	（　　　　）

	02
	アフィリエイト広告
	（　　　　）
	（　　　　）

	03
	ソーシャルメディア広告（Facebook、Twitter、LINE等）
	（　　　　）
	（　　　　）

	04
	バナー広告（純広告）
	（　　　　）
	（　　　　）

	05
	動画広告
	（　　　　）
	（　　　　）

	06
	メール広告
	（　　　　）
	（　　　　）

	07
	ゲーム広告
	（　　　　）
	（　　　　）

	08
	スマートフォンアプリ広告
	（　　　　）
	（　　　　）

	09
	自社のホームページによる広告
	（　　　　）
	（　　　　）

	10
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	※1インターネットでの検索結果に連動して表示される広告

	＜新聞広告＞
	
	

	11
	　全国紙
	（　　　　）
	（　　　　）

	12
	　ブロック紙
	（　　　　）
	（　　　　）

	13
	　地方紙
	（　　　　）
	（　　　　）

	14
	　機関紙
	（　　　　）
	（　　　　）

	15
	　業界紙
	（　　　　）
	（　　　　）

	16
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	

	＜雑誌広告＞
	
	

	17
	　総合一般誌（総合月刊誌を含む）
	（　　　　）
	（　　　　）

	18
	　男性向一般誌（男性向総合月刊誌を含む）
	（　　　　）
	（　　　　）

	19
	　女性向一般誌（女性向総合月刊誌を含む）
	（　　　　）
	（　　　　）

	20
	　情報・専門誌
	（　　　　）
	（　　　　）

	21
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）


	
	現在実施している媒体
	今後注力する媒体

	＜交通広告＞
	
	

	22
	電車広告
	（　　　　）
	（　　　　）

	23
	バス広告
	（　　　　）
	（　　　　）

	24
	タクシー広告
	（　　　　）
	（　　　　）

	25
	駅広告（駅構内の看板、ポスター、電子ディスプレイ等）
	（　　　　）
	（　　　　）

	26
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	＜屋外広告（看板広告）＞
	
	

	27
	　店頭看板・路上看板
	（　　　　）
	（　　　　）

	28
	　屋上看板
	（　　　　）
	（　　　　）

	29
	　建植看板（ポールサイン）　※2
	（　　　　）
	（　　　　）

	30
	　野立看板
	（　　　　）
	（　　　　）

	31
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	※2：柱、ポールを用いた広告や誘導標識等を取り付けてある背の高い看板 

	＜その他広告＞
	
	

	32
	テレビコマーシャル
	（　　　　）
	（　　　　）

	33
	ラジオコマーシャル
	（　　　　）
	（　　　　）

	34
	DM（ダイレクトメール）
	（　　　　）
	（　　　　）

	35
	折込広告（チラシ）
	（　　　　）
	（　　　　）

	36
	電話帳広告（タウンページ広告・ハローページ広告）
	（　　　　）
	（　　　　）

	37
	ポスティング
	（　　　　）
	（　　　　）

	38
	街頭配布（ポケットティッシュ、チラシ等）
	（　　　　）
	（　　　　）

	39
	店頭広告（ＰＯＰ、チラシ等）
	（　　　　）
	（　　　　）

	40
	イベント・キャンペーン
	（　　　　）
	（　　　　）

	41
	フリーペーパー
	（　　　　）
	（　　　　）

	42
	利用明細書等への広告
	（　　　　）
	（　　　　）

	43
	ＡＴＭ画面広告
	（　　　　）
	（　　　　）

	44
	既存顧客からの紹介
	（　　　　）
	（　　　　）

	45
	提携先等からの紹介
	（　　　　）
	（　　　　）

	46
	関係会社からの紹介
	（　　　　）
	（　　　　）

	47
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）


問14. 問4で「信用保証業を行っている」と回答した方にお伺い致します。

直近時点（2017年3月末時点）における信用保証業務を行っている委託元の社数をご記入ください。

※「その他」を選択された方は、カッコ内に委託元の名称等をご記入ください。
	
	直近時点
（2017年3月）

	
	委託元社数

	Ａ．
	都市銀行等※
	社

	Ｂ．
	地方銀行
	社

	Ｃ．
	インターネット専業銀行
	社

	Ｄ．
	ゆうちょ銀行
	社

	Ｅ．
	信用金庫
	社

	Ｆ．
	信用組合
	社

	Ｇ．
	労働金庫
	社

	Ｈ．
	農業共同組合・信連
	社

	Ｉ．
	農林中央金庫
	社

	Ｊ．
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	社

	
	
	


　　　　（※都市銀行等には、信託銀行及び新生銀行、あおぞら銀行を含む）
＜「Ｊ．その他」の内訳＞
「Ｊ．その他」が多岐にわたる場合は、主な委託元を三つご記入ください。
	
	直近時点
（2017年3月）

	
	委託元社数

	
	社

	
	社

	
	社

	
	
	


【貸付の実態について】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
問15. 貴社の貸付※において、「現在行っている貸付」「現在は行っていないが、過去に行なっていた貸付」「現在は行っていないが、今後注力したい貸付（今後行いたい貸付）」について、それぞれ当てはまるもの全てに○をご記入ください。
※「貸付」は、新規に貸付を行っているものでお答えください。
	
	現在行っている貸付
	現在は行っていないが、過去に行なっていた貸付
	現在は行っていないが、
今後注力したい貸付
（今後行いたい貸付）

	消費者向け
貸付
（専業主婦向け貸付は除く）
	無担保貸付
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	
	有担保貸付
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	
	住宅向貸付
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	専業主婦向け貸付
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	事業者向け
貸付
	無担保貸付
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	
	有担保貸付
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	
	関係会社
向け貸付
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	手形割引
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）



＜問15の回答例＞

	
	
	現在行っている貸付
	現在は行っていないが、過去に行なっていた貸付
	現在は行っていないが、
今後注力したい貸付
（今後行いたい貸付）

	現在貸付を行っている場合
	→
	（　　○　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	現在は貸付を行っていないが、過去に貸付を行なっていた
今後も貸付を行いたいと思っていない場合
	→
	（　　　　　）
	（　　○　　）
	（　　　　　）

	現在は貸付を行っていないが、過去に貸付を行なっていた
今後は貸付を行いたいと思っている場合
	→
	（　　　　　）
	（　　○　　）
	（　　○　　）

	現在も過去も貸付を行っていない
今後は貸付を行いたいと思っている場合
	→
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　○　　）

	現在も過去も貸付を行っていない
今後も貸付を行いたいと思っていない場合
	→
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）


問16. 2017年3月末時点における貸付金の種別残高について、それぞれ数値（件数、残高）をご記入ください。
また、消費者向け無担保貸付のうち、専業主婦(主夫)向け貸付が占める比率についても、それぞれ数値（％）をご記入ください。
※「件数」と「残高」については、業務報告書に記載された数値をご記入ください。
	
	貸付金の種別残高

	
	消費者向け貸付
	事業者向け貸付

	
	無担保
貸付
	
	有担保
貸付
	住宅向
貸付
	無担保
貸付
（関係会社向けを除く）
	有担保
貸付
（関係会社向けを除く）
	手形割引
（関係会社向けを除く）
	関係会社
向け

	
	
	うち専業
主婦(主夫)向け貸付の比率

	
	
	
	
	
	

	2017年
3月末
	件数
	件
	％
	件
	件
	件
	件
	件
	件

	
	残高
	百万円
	％
	百万円
	百万円
	百万円
	百万円
	百万円
	百万円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



＜問16の回答例＞
　※回答例は「消費者向け無担保貸付」と「関係会社向け貸付」のみある場合としています。
　

	
	貸付金の種別残高

	
	消費者向け貸付
	事業者向け貸付

	
	無担保
貸付
	
	有担保
貸付
	住宅向
貸付
	無担保
貸付
（関係会社向けを除く）
	有担保
貸付
（関係会社向けを除く）
	手形割引
（関係会社向けを除く）
	関係会社
向け

	
	
	うち専業
主婦(主夫)向け貸付の比率

	
	
	
	
	
	

	2017年
3月末
	件数
	5,000
件
	20
％
	件
	件
	件
	件
	件
	10
件

	
	残高
	100,000
百万円
	10
％
	百万円
	百万円
	百万円
	百万円
	百万円
	10,000
百万円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


問17. 2017年3月末時点における貸付先について、貸付先件数と構成割合をご記入ください。（貸付先件数の記入が難しい場合は、おおよその構成割合のみご記入ください。）

また、貸付件数の直近1年間の増減について、以下の中からそれぞれ当てはまるものに一つずつ○をご記入ください。

※「その他」を選択された方は、カッコ内に貸付先の種類等をご記入ください。
	
	直近時点（2017年3月）
	
	貸付件数の直近1年間の増減

	
	貸付件数
	貸付先に
対する割合
	
	減少
	変化なし
	増加

	Ａ．
	消費者向け
	一般の個人消費者
	件
	割
	→
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	Ｂ．
	
	特定企業の従業員等
	件
	割
	→
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	Ｃ．
	
	共済組合の組合員や各種共済会の会員等
	件
	割
	→
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	Ｄ．
	
	兼業している事業の顧客（個人消費者）
	件
	割
	→
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	Ｅ．
	
	親会社や関係会社が行っている
事業の顧客（個人消費者）
	件
	割
	→
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	Ｆ．
	
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	件
	割
	→
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	
	
	合計
	
	10割
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ｇ．
	事業者向け
	一般の事業者（法人）
	件
	割
	→
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	Ｈ．
	
	一般の事業者（個人事業主）
	件
	割
	→
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	Ｉ．
	
	特定業種の事業者
（不動産業者、個人病院、介護事業者等）
	件
	割
	→
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	Ｊ．
	
	兼業している事業の顧客（事業者）
	件
	割
	→
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	Ｋ．
	
	兼業している事業の取引先
	件
	割
	→
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	Ｌ．
	
	親会社や関係会社が行っている
事業の顧客（事業者）
	件
	割
	→
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	Ｍ．
	
	親会社や関係会社との取引がある
請負事業者や販売店等
	件
	割
	→
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	Ｎ．
	
	グループ会社・系列会社
	件
	割
	→
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	Ｏ．
	
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	件
	割
	→
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	
	
	合計
	
	10割
	
	


問18. 貴社において、現在貸付している商品と過去に貸付していた商品、今後注力する予定の商品について、以下の中から当てはまるもの全てに○をご記入ください。
	
	現在貸付して　いる商品
	現在は貸付していないが、過去に貸付していた商品
	今後注力する予定の商品

	01
	消費者向け
	無担保
貸付
	フリーローン（極度方式による貸付）
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	02
	
	
	フリーローン（証書貸付）
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	03
	
	
	目的ローン（教育ローン、自動車ローン等）
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	04
	
	有担保
貸付
	フリーローン
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	05
	
	
	目的ローン
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	06
	
	住宅向
貸付
	住宅ローン
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	07
	
	
	借り換えローン
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	08
	
	
	その他
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	09
	事業者向け
	無担保
貸付
	ビジネスローン
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	10
	
	
	ビジネスローン（短期のつなぎ融資）
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	11
	
	有担保
貸付
	不動産担保ローン（事業の運転資金の貸付）
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	12
	
	
	不動産担保ローン（設備投資資金等の貸付）
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	13
	
	
	不動産担保ローン（不動産取得に関する貸付）
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	14
	
	
	動産・売掛金担保ローン
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	15
	
	商業手形割引（電子記録債権割引を含む）
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	16
	
	関係会社向貸付
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）


＜「消費者向け貸付」を取り扱っている貸金業者さまのみご回答ください。＞
問19. 2017年3月末時点における消費者向け貸付の属性別貸付先について、貸付先件数と構成割合をご記入ください。（貸付先件数の記入が難しい場合は、おおよその構成割合のみご記入ください。）
また、貸付件数の直近1年間の増減について、以下の中からそれぞれ当てはまるものに一つずつ○をご記入ください。
【職業別】
	＜属性①：職業＞
※割合については、合計10割として
概算でお答えください。整数または
小数点第1位までご記入ください。
	直近時点（2017年3月）
	
	貸付件数の直近1年間の増減

	
	貸付件数
	貸付先に対する割合
	
	

	
	
	
	
	減少
	変化なし
	増加

	A
	.
	公務員・非営利団体職員
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	B
	.
	会社・団体の経営者・役員
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	C
	.
	給与所得者（正社員）
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	D
	.
	自営業
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	E
	.
	教職員・医師・弁護士など
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	F
	.
	契約社員、派遣社員、
嘱託社員、パート・アルバイト
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	G
	.
	専業主婦（主夫）
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	H
	.
	無職・その他
（フリーター含む）
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	
	合計
	
	
	10割
	
	
	
	


【年収別】
	＜属性②：年収＞
※割合については、合計10割として
概算でお答えください。整数または
小数点第1位までご記入ください。
	直近時点（2017年3月）
	
	貸付件数の直近1年間の増減

	
	貸付件数
	貸付先に対する割合
	
	

	
	
	
	
	減少
	変化なし
	増加

	A
	.
	100万円未満
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	B
	.
	100万円以上～200万円未満
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	C
	.
	200万円以上～300万円未満
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	D
	.
	300万円以上～400万円未満
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	E
	.
	400万円以上～500万円未満
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	F
	.
	500万円以上～1,000万円未満
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	G
	.
	1,000万円以上
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	H
	.
	不明
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	
	合計
	
	
	10割
	
	
	
	


【借入先件数別】
	＜属性③：他社借入件数＞
※割合については、合計10割として
概算でお答えください。整数または
小数点第1位までご記入ください。
	直近時点（2017年3月）
	
	貸付件数の直近1年間の増減

	
	貸付件数
	貸付先に対する割合
	
	

	
	
	
	
	減少
	変化なし
	増加

	A
	.
	0件
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	B
	.
	1件
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	C
	.
	2件
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	D
	.
	3件
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	E
	.
	4件
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	F
	.
	5件以上
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	G
	.
	不明
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	
	合計
	
	
	10割
	
	
	
	


【年齢別・男女別】
	＜属性⑤：年齢・男女別＞
※割合については、男性と女性の合計

10割として概算でお答えください。整数

または小数点第1位までご記入ください。
	直近時点（2017年3月）
	
	貸付件数の直近1年間の増減

	
	貸付件数
	貸付先に対する割合
	
	

	
	
	
	
	減少
	変化なし
	増加

	男性
	A
	.
	～29歳男性
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	B
	.
	30歳～39歳男性
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	C
	.
	40歳～49歳男性
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	D
	.
	50歳～59歳男性
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	E
	.
	60歳～69歳男性
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	F
	.
	70歳男性～
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	G
	.
	不明（男性）
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	女性
	H
	.
	～29歳女性
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	I
	.
	30歳～39歳女性
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	J
	.
	40歳～49歳女性
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	K
	.
	50歳～59歳女性
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	L
	.
	60歳～69歳女性
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	M
	.
	70歳女性～
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	N
	.
	不明（女性）
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	O
	.
	不明（男女別集計不能）
	
	件
	
	割
	
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	
	
	合計
	
	
	10割
	
	
	
	


＜「事業者向け貸付」を取り扱っている貸金業者さまのみご回答ください。＞

問20. 2017年3月末時点における事業者向け貸付の、事業規模別貸付先の資金使途別貸付残高とその構成割合をご記入ください。（事業規模別貸付先の資金使途別貸付残高の記入が難しい場合は、おおよその構成割合のみご記入ください。）
※「小規模企業」とは、製造業・その他の業種：従業員20人以下、
商業・サービス業：従業員5人以下の企業を指します。
	
	直近時点（2017年3月）の
貸付残高

	
	個人事業主
	小規模企業（※）
	中規模企業以上

	A
	.
	事業の一時的な運転資金（つなぎ資金）
	百万円
	百万円
	百万円

	B
	.
	事業の経常的な運転資金
	百万円
	百万円
	百万円

	C
	.
	設備投資資金
	百万円
	百万円
	百万円

	D
	.
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	百万円
	百万円
	百万円

	
	
	
	
	
	

	
	直近時点（2017年3月）の
貸付残高に対する割合

	※割合については、合計10割として概算で
お答えください。整数または小数点第1位までご記入ください。
	個人事業主
	小規模企業（※）
	中規模企業以上

	A
	.
	事業の一時的な運転資金（つなぎ資金）
	割
	割
	割

	B
	.
	事業の経常的な運転資金
	割
	割
	割

	C
	.
	設備投資資金
	割
	割
	割

	D
	.
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	割
	割
	割

	
	
	合計
	10割
	10割
	10割


＜「事業者向け貸付」を取り扱っている貸金業者さまのみご回答ください。＞
問21. 2017年3月末時点における事業者向け貸付の事業規模別貸付先について、貸付　先件数と構成割合をご記入ください。（貸付先件数の記入が難しい場合は、おおよその構成割合のみご記入ください。）
また、貸付件数の直近1年間の増減について、以下の中からそれぞれ当てはまるものに一つずつ○をご記入ください。
※「小規模企業」とは、製造業・その他の業種：従業員20人以下、
商業・サービス業：従業員5人以下の企業を指します。
	※割合については、合計10割として
概算でお答えください。整数または

小数点第1位までご記入ください。
	直近時点（2017年3月）
	
	貸付件数の直近1年間の増減

	
	貸付件数
	貸付先に対する割合
	
	

	
	
	
	
	減少
	変化なし
	増加

	A
	.
	個人事業主
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	B
	.
	小規模企業（※）
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	C
	.
	中規模企業以上
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	
	合計
	
	
	10割
	
	
	
	


＜「事業者向け貸付」を取り扱っている貸金業者さまのみご回答ください。＞

問22. 2017年3月末時点における事業者向け貸付の業種別、年商別、資本金別、従業員別貸付先について、それぞれ貸付先件数と構成割合をご記入ください。（貸付先件数の記入が難しい場合は、おおよその構成割合のみご記入ください。）
また、直近1年間の増減について、以下の中からそれぞれ当てはまるものに一つずつ○をご記入ください。
【業種別】

	※割合については、合計10割として
概算でお答えください。整数または
小数点第1位までご記入ください。
	直近時点（2017年3月）
	
	貸付件数の直近1年間の増減

	
	貸付件数
	貸付先に対する割合
	
	

	
	
	
	
	減少
	変化なし
	増加

	A
	.
	農林水産業
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	B
	.
	土木・建築業
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	C
	.
	内装・電気工事業
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｄ
	.
	製造業
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｅ
	.
	不動産業
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｆ
	.
	卸・小売業
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｇ
	.
	飲食店・宿泊業
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｈ
	.
	教育・学習支援業
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｉ
	.
	金融・保険業
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｊ
	.
	医療・福祉関連業
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｋ
	.
	運輸業
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｌ
	.
	情報通信業
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｍ
	.
	サービス業
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｎ
	.
	その他
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	
	合計
	
	
	10割
	
	
	
	


【年商別】

	※割合については、合計10割として
概算でお答えください。整数または
小数点第1位までご記入ください。
	直近時点（2017年3月）
	
	貸付件数の直近1年間の増減

	
	貸付件数
	貸付先に対する割合
	
	

	
	
	
	
	減少
	変化なし
	増加

	A
	.
	1,000万円以下
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	B
	.
	3,000万円以下
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	C
	.
	5,000万円以下
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｄ
	.
	1億円以下
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｅ
	.
	3億円以下
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｆ
	.
	5億円以下
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｇ
	.
	5億円超
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	
	合計
	
	
	10割
	
	
	
	


【資本金別】

	※割合については、合計10割として
概算でお答えください。整数または
小数点第1位までご記入ください。
	直近時点（2017年3月）
	
	貸付件数の直近1年間の増減

	
	貸付件数
	貸付先に対する割合
	
	

	
	
	
	
	減少
	変化なし
	増加

	A
	.
	個人事業主
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	B
	.
	300万円以下
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	C
	.
	1,000万円以下
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｄ
	.
	3,000万円以下
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｅ
	.
	5,000万円以下
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｆ
	.
	5,000万円超
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	
	合計
	
	
	10割
	
	
	
	


【従業員別】

	※割合については、合計10割として
概算でお答えください。整数または
小数点第1位までご記入ください。
	直近時点（2017年3月）
	
	貸付件数の直近1年間の増減

	
	貸付件数
	貸付先に対する割合
	
	

	
	
	
	
	減少
	変化なし
	増加

	A
	.
	5人以下
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	B
	.
	10人以下
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	C
	.
	30人以下
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｄ
	.
	50人以下
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｅ
	.
	100人以下
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	Ｆ
	.
	100人超
	
	件
	
	割
	→
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	
	合計
	
	
	10割
	
	
	
	


【経営等の実態について】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
問23. 貸金業に係るコスト構造についてお伺いします。
直近3期の期末時点における営業貸付金残高（平均残高）、各年度の営業貸付金利息、金融費用等の貸金事業に係る事業コストについて、具体的な数値をご記入ください。
	
	
	
	実績

	※A～Fの詳細は、注記の説明を
ご参照ください。
	2014年度
	2015年度
	2016年度

	A
	.
	営業貸付金残高（平均残高）
	百万円
	百万円
	百万円

	B
	.
	営業貸付金利息
	百万円
	百万円
	百万円

	C
	.
	金融費用
	百万円
	百万円
	百万円

	D
	.
	貸倒償却費用
	百万円
	百万円
	百万円

	E
	.
	利息返還費用（利息返還金）
	百万円
	百万円
	百万円

	F
	.
	その他販売管理費（※）
	百万円
	百万円
	百万円


	（注記）各項目の詳細説明

	項目名
	詳細説明

	A
	.
	営業貸付金残高（平均残高）
	各年度における期首および期末時点の貸付残高を合計し、2で割った値

	B
	.
	営業貸付金利息
	受取利息などの貸付に伴う収益

	C
	.
	金融費用
	支払利息など資金調達に要する費用

	D
	.
	貸倒償却費用
	不良債権の貸倒償却費用等
（利息返還に伴う元本き損額を含む。引当金繰入額及び戻入額は除く）

	E
	.
	利息返還費用（利息返還金）
	利息返還請求に応じて支払った金額
（キャッシュアウトの金額とし、引当金繰入額及び戻入額は除く）

	F
	.
	その他販売管理費（※）
	人件費、広告宣伝費など


※他の事業を兼業されるなど貸金業のみの「その他販売管理費」の算定が難しい場合は、
　　　以下の式を基に算出した割合の数値をご回答ください。
	その他販売管理費の合計
	×
	営業貸付金利息

	
	
	売上高の合計


問24. 貴社では、貸金事業に係る事業コスト構造を改善するために、現在、どのような取り組みを実施していますか。また、今後の見通しについて、それぞれ以下の中から当てはまるもの全てに○をご記入ください。
	
	
	現在取り組みを
実施しているもの
	今後取り組みを
検討しているもの

	01
	人件費の見直し・効率化
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	02
	広告宣伝費の見直し・効率化
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	03
	不動産賃料等の見直し・効率化
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	04
	新たな投資コスト等の見直し・効率化
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	05
	既存のシステムコスト等の見直し・効率化
	（　　　 　）
	（　　　　　）

	06
	その他各種物件費の見直し・効率化
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	07
	支払利息など金融費用の見直し・効率化
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	08
	その他
	（　　　　　）
	（　　　　　）


問25.貴社における貸倒損失による影響についてお伺い致します。
2017年3月末時点における直近1年間の貸倒損失による影響の変化について、
以下の中から、当てはまるもの一つに○をご記入ください。
	
	
	直近時点
（2017年3月）

	01
	改善した
	（　　　　）

	02
	やや改善した
	（　　　　）

	03
	変わらない
	（　　　　）

	04
	やや悪化した
	（　　　　）

	05
	悪化した
	（　　　　）

	06
	わからない
	（　　　　）


問26.貴社における貸倒償却となった貸付先への対応について、以下の中から、当てはまるもの全てに○をご記入ください。
	
	
	貸倒償却債権への
対応

	01
	自社で管理・回収を行っている
	（　　　　）

	02
	自社で管理しているが回収は行っていない
	（　　　　）

	03
	債権回収会社に管理・回収を委託している
	（　　　　）

	04
	債権回収会社に債権を売却している
	（　　　　）

	05
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	（　　　　）


問27. 問15で「消費者向無担保貸付け」と「専業主婦向け貸付」の新規貸付を現在行っていると回答された方にお伺い致します。
貴社の直近1年間の新規貸付における、資力を明らかにする事項を記載した書面等の取得状況について、貸付先件数と構成割合をご記入ください。（貸付先件数の記入が難しい場合は、おおよその構成割合のみご記入ください。）
	※割合については、合計10割として概算で
お答えください。
整数または小数点第1位までご記入ください。
	直近1年間の新規貸付

	
	貸付件数
	貸付先に対する割合

	
	
	

	A
	.
	資力を明らかにする事項を記載した書面等を
取得する必要がある貸付先
	
	件
	
	割

	Ｂ
	.
	資力を明らかにする事項を記載した書面等を
取得する必要がない貸付先
	
	件
	
	割

	
	
	合計
	
	
	10割


※貴社における資力を明らかにする事項を記載した書面等を取得する必要のない貸付先への対応状況について、具体的な内容をご記入ください。
	具体的な内容

	（記入例：定期的に借入状況等について確認を行っている。）


問28. 貴社における主な資金調達先についてお伺い致します。
2017年3月末時点における貴社の資金調達先はどのような構成比率になりますか。調達した資金額のおおよその構成割合をご記入ください。
また、資金調達先における直近1年間の融資姿勢等の変化について、以下の中から、当てはまるものに一つずつ○をご記入ください。

※同じ分類の資金調達先で複数から借入している場合については、主として調達した先の状況でご回答ください。
※割合については、01～14の合計を10割として概算でお答えください。

整数または小数点第1位までご記入ください。
	
	資金調達先
	直近時点
(2017年3月)
	
	資金調達先における融資姿勢等の変化

	
	
	
	
	緩やか・
積極的
	変わらず
	厳しい・
消極的

	01
	民間金融機関
	都市銀行等※
	割
	
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	02
	
	地方銀行
	割
	
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	03
	
	協同組織金融機関（信金、信組、労金、農協等）
	割
	
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	04
	
	その他の金融機関
	割
	
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	05
	公的金融機関（政策金融機関、商工組合中央金庫等）
	割
	
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	06
	株式・社債発行
	割
	
	
	
	

	07
	資産流動化・証券化
	割
	
	
	
	

	08
	グループ系列会社（グループ内金融機関は含む）
	割
	
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	09
	取引先
	割
	
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	10
	事業者向け貸金業者
	割
	
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	11
	クラウドファンディング
	割
	
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	12
	役員借入金
	割
	
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	13
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	割
	
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	
	
	
	
	
	
	

	14
	自己資本（内部資金・剰余金等含む）
	割
	
	
	
	

	
	合計
	10割
	
	
	
	


（※都市銀行等には、信託銀行及び新生銀行、あおぞら銀行を含む）
問29. 2015年度および2016年度における利息返還金額、利息返還請求に伴う元本き損額、期末利息返還引当金残高の金額をそれぞれ数値でご記入ください。
また、2017年度の見通しとして、以下の中から当てはまるものにそれぞれ一つずつ○をご記入ください。

※個人事業主の貸金業者さまは、「A.利息返還金額」のみをご回答ください。
	
	
	
	実績

	
	
	
	2015年度
	2016年度

	A
	.
	利息返還金額
	百万円
	百万円

	B
	.
	利息返還請求に伴う元本き損額
	百万円
	百万円

	C
	.
	期末利息返還引当金残高
	百万円
	百万円


	
	
	
	2017年度の見通し

	※当てはまるものに
それぞれひとつずつ○をご記入ください。
	減少
	変化なし
	増加

	A
	.
	利息返還金額
	（　　　　　　）
	（　　　　　　）
	（　　　　　　）

	B
	.
	利息返還請求に伴う元本き損額
	（　　　　　　）
	（　　　　　　）
	（　　　　　　）

	C
	.
	期末利息返還引当金残高
	（　　　　　　）
	（　　　　　　）
	（　　　　　　）


問30. 2016年度に利息返還の請求を受けた貸付先を、「完済・残高なしの先」「延滞先」「正常にご返済いただいている先（延滞先以外）」に分類すると、どのような人数割合が考えられますか。利息返還請求の全体に対する比率を具体的な数値でご記入ください。
また、今後の見通しとして以下の中から当てはまるものにそれぞれ一つずつ○をご記入ください。
	※人数比率は合計10割として概算でお答えください。整数または小数点第1位までご記入ください。
	現況
	
	2017年度の見通し

	
	人数比率
	
	減少
	変化なし
	増加

	A
	.
	完済・残高なしの先
	
	割
	
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）

	B
	.
	延滞先
	
	割
	
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）

	C
	.
	正常返済先
	
	割
	
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）

	
	
	合計
	10割
	
	
	
	


問31. 2017年3月末時点における直近1年間の利息返還請求による影響の変化につい　て、以下の中から、当てはまるものに○をご記入ください。
	
	
	直近時点
（2017年3月）

	01
	改善した
	（　　　　）

	02
	やや改善した
	（　　　　）

	03
	変わらない
	（　　　　）

	04
	やや悪化した
	（　　　　）

	05
	悪化した
	（　　　　）

	06
	わからない
	（　　　　）


問32. 貴社における事業環境の変化と今後の見通しについてお伺い致します。
2017年3月末時点における直近1年間の事業環境の変化と、今後の見通しに
ついて、以下の中から、当てはまるものにそれぞれ○をご記入ください。
	
	
	直近時点
（2017年3月）
	今後の見通し

	01
	改善した・改善する見込み
	（　　　　）
	（　　　　）

	02
	変わらない・変わらないと思う
	（　　　　）
	（　　　　）

	03
	悪化した・悪化する見込み
	（　　　　）
	（　　　　）

	04
	わからない
	（　　　　）
	（　　　　）


問33. 貴社において、関係会社や提携先等と貸金業に関する協働した事業の取組みについて、以下の中から当てはまるもの一つに○をご記入ください。
（例：「関係会社の事業を支援するため、関係会社の取引先等に対して事業資金を低金利で提供している。」、「クラウド会計ソフト会社と提携して、ソフト利用者に対して事業資金を提供している。」等）
	
	
	関係会社等との　協働した取組み

	01
	現在関係会社や提携先等と協働した事業の取組みを実施している
	（　　　　）

	02
	今後関係会社や提携先等と協働した事業の取組みを予定している
（検討している）
	（　　　　）

	03
	過去に関係会社や提携先等と協働した事業の取組みを実施していた
（現在は実施していない）
	（　　　　）

	04
	関係会社や提携先等と協働した事業の取組みは実施していない
（予定もなく、検討もしていない）
	（　　　　）


問34. 問33で「01現在関係会社や提携先等と協働した事業の取り組みを実施している」、「02今後関係会社や提携先等と協働した事業の取り組みを予定している」、「03過去に関係会社や提携先等と協働した事業の取り組みを実施していた」と回答された方にお伺い致します。

貴社が実施している（予定している・実施していた）関係会社や提携先等と貸金業に関する協働した事業の取組みの具体的な内容について、ご記入ください。
	関係会社や提携先等との貸金業に関する協働事業の取組み内容

	


問35. 何を経営の重要課題として取り組まれていますか。以下の中から当てはまるもの　全てと、最も重要な課題として取り組まれているもの一つに○をご記入ください。
	
	
	重要な課題として取り組んでいるもの
	最も重要な課題として取り組んでいるもの

	01
	改正貸金業法等関連法への的確な対応及び自主規制基本規則の遵守
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	02
	コンプライアンスの徹底
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	03
	積極的な社会貢献等のCSR活動※
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	04
	カウンセリング機能の充実
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	05
	過剰貸付防止等の審査姿勢の見直し
	（　　　 　）
	（　　　　　）

	06
	営業力や収益力の強化
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	07
	事業コストの削減
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	08
	販路の拡大
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	09
	事業の多角化や新たな事業への参入
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	10
	与信管理の強化
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	11
	人材の確保・育成
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	12
	資金繰りの改善
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	13
	広告宣伝の強化
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	14
	個人顧客情報の安全管理措置等
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	15
	システムリスク管理態勢の整備　
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	16
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）


※CSR活動とは、企業が利益を追求するだけではなく、様々なステークホルダーのニーズをくみ取り適切な意思決定を行って経営を行っていくもので、安心安全な製品・商品の提供から、環境への取り組みや地域における課題への取り組みなど様々な活動が行われています。
	＜その他の現在取り組まれている主な活動の具体的な内容：回答欄＞



その他経営の重要課題として取り組まれているものがございましたら、以下の枠の中に具体的な内容をご記入ください。
問36.資金需要者のために、効果的と思われる業務上の見直しについて、どのようにお考えですか。以下の中からそれぞれ当てはまるものに一つずつ○をご記入ください。
＜「消費者向け貸付」を取り扱っている貸金業者さまのみご回答ください。＞
	
	効果が
ある
	効果が
ない
	わからない

	01
	途上与信審査における信用情報照会基準の見直し
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	02
	個人貸付契約に係る事前書面と契約時書面の記載事項の見直し及び交付基準の簡素化
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	03
	保証契約締結に係る事前概要記載書面の削減（詳細書面との一本化）
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	04
	保証契約締結時に係る保証契約内容書面と貸付契約内容書面の交付基準の簡素化
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	05
	契約締結後における重要事項変更時の書面交付の記載事項の見直し及び交付基準の簡素化
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	06
	専業主婦(主夫)向け貸付における配偶者同意手続きの簡素化
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）


＜「事業者向け貸付」を取り扱っている貸金業者さまのみご回答ください。＞
	
	効果が
ある
	効果が
ない
	わからない

	01
	事業者貸付契約に係る事前書面の記載事項の簡素化
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	02
	貸付契約に係る事前書面と契約時書面の記載事項の見直し及び交付基準の簡素化
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	03
	保証契約締結に係る事前概要記載書面の削減（詳細書面との一本化）
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	04
	保証契約締結時に係る保証契約内容書面と貸付契約内容書面の交付基準の簡素化
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	05
	100万円以下の事業者貸付契約に係る資力を明らかにする事項を記載した書面等の取得義務の簡素化
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	06
	商業手形割引に係る事前書面と契約時書面の記載事項の見直し及び交付基準の簡素化
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	07
	個人事業主の例外貸付における要件削減
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）


問37. 問36で挙げた資金需要者のために効果的と思われる業務上の見直しについて、実施上の課題や問題点等がございましたら、それぞれ枠の中に具体的な内容をご記入ください。
＜「消費者向け貸付」を取り扱っている貸金業者さまのみご回答ください。＞
	
	
	具体的な内容

	01
	途上与信審査における信用情報照会基準の見直し
	

	02
	個人貸付契約に係る事前書面と契約時書面の記載事項の見直し及び交付基準の簡素化
	

	03
	保証契約締結に係る事前概要記載書面の削減（詳細書面との一本化）
	

	04
	保証契約締結時に係る保証契約内容書面と貸付契約内容書面の交付基準の簡素化
	

	05
	契約締結後における重要事項変更時の書面交付の記載事項の見直し及び交付基準の簡素化
	

	06
	専業主婦(主夫)向け貸付における配偶者同意手続きの簡素化
	

	07
	その他効果的と思われる見直し内容と、その御意見
（※自主規制基本規則を含む）
	


	
	
	具体的な内容

	01
	事業者貸付契約に係る事前書面の記載事項の簡素化
	

	02
	貸付契約に係る事前書面と契約時書面の記載事項の見直し及び交付基準の簡素化
	

	03
	保証契約締結に係る事前概要記載書面の削減（詳細書面との一本化）
	

	04
	保証契約締結時に係る保証契約内容書面と貸付契約内容書面の交付基準の簡素化
	

	05
	100万円以下の事業者貸付契約に係る資力を明らかにする事項を記載した書面等の取得義務の簡素化
	

	06
	商業手形割引に係る事前書面と契約時書面の記載事項の見直し及び交付基準の簡素化
	

	07
	個人事業主の例外貸付における要件削減
	

	08
	その他効果的と思われる見直し内容と、その御意見
（※自主規制基本規則を含む）
	


＜「事業者向け貸付」を取り扱っている貸金業者さまのみご回答ください。＞

＜「消費者向け貸付」を取り扱っている貸金業者さまのみご回答ください。＞
問38. 貴社における、以下①～④それぞれの状況に応じた、カウンセリング等※の実施状況について、当てはまるもの全てに○をご記入ください。
※「カウンセリング等」とは、資金需要者の多重債務防止の観点から、顧客の状況に応じて、月間の借入金返済の負担軽減に繋がる借換え商品及び返済条件の変更等に関する提案や、生活再建のためのアドバイス、債務解決・セーフティーネット貸付等に関する相談先の案内等を指します。
＜①　貸付可能な顧客から、新たな借入れの申込みを受けた場合＞
	
	
	現在行っている
	今後行いたい

	01
	借入金返済の負担軽減に繋がる借換え商品等の提案
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	02
	借入金返済の負担軽減に繋がる返済条件の変更に関する提案
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	03
	家計診断等の生活再建のためのアドバイスや、家計収支の改善に関するアドバイス
	（　　　　　）
	（　　　　　）


＜②　貸付できない（断りとなる）顧客から、新たな借入れの申込みを受けた場合＞
	
	
	現在行っている
	今後行いたい

	01
	借入金返済の負担軽減に繋がる借換え商品等の提案
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	02
	借入金返済の負担軽減に繋がる返済条件の変更に関する提案
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	03
	家計診断等の生活再建のためのアドバイスや、家計収支の改善に関するアドバイス
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	04
	日本貸金業協会の生活再建支援カウンセリングへの誘導
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	05
	債務解決及びセーフティーネット貸付等に関する相談先の案内
	（　　　　　）
	（　　　　　）


＜③　既存顧客から返済に関する問合せや、相談を受けた場合＞
	
	
	現在行っている
	今後行いたい

	01
	借入金返済の負担軽減に繋がる借換え商品等の提案
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	02
	借入金返済の負担軽減に繋がる返済条件の変更に関する提案
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	03
	家計診断等の生活再建のためのアドバイスや、家計収支の改善に関するアドバイス
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	04
	日本貸金業協会の生活再建支援カウンセリングへの誘導
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	05
	債務解決及びセーフティーネット貸付等に関する相談先の案内
	（　　　　　）
	（　　　　　）


＜④　延滞中や、支払い不能となった既存顧客から、債務整理等の相談を受けた場合＞
	
	
	現在行っている
	今後行いたい

	01
	借入金返済の負担軽減に繋がる借換え商品等の提案
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	02
	借入金返済の負担軽減に繋がる返済条件の変更に関する提案
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	03
	家計診断等の生活再建のためのアドバイスや、家計収支の改善に関するアドバイス
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	04
	日本貸金業協会の生活再建支援カウンセリングへの誘導
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	05
	債務解決及びセーフティーネット貸付等に関する相談先の案内
	（　　　　　）
	（　　　　　）


＜「事業者向け貸付」を取り扱っている貸金業者さまのみご回答ください。＞
問39. 貴社における、以下①～④それぞれの状況に応じた、カウンセリング等の実施状況について、当てはまるもの全てに○をご記入ください。
※「カウンセリング等」とは、資金需要者の多重債務（債務超過）防止等の観点から、顧客の状況に応じて、月間の借入金返済の負担軽減に繋がる借換え商品及び返済条件の変更等に関する提案や、経営再建や改善のためのアドバイス、債務解決・セーフティーネット貸付等に関する相談先の案内等を指します。
＜①　貸付可能な顧客から、新たな借入れの申込みを受けた場合＞
	
	
	現在行っている
	今後行いたい

	01
	借入金返済の負担軽減に繋がる借換え商品等の提案
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	02
	借入金返済の負担軽減に繋がる返済条件の変更に関する提案
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	03
	経営再建や改善に関するアドバイス
	（　　　　　）
	（　　　　　）


＜②　貸付できない（断りとなる）顧客から、新たな借入れの申込みを受けた場合＞
	
	
	現在行っている
	今後行いたい

	01
	借入金返済の負担軽減に繋がる借換え商品等の提案
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	02
	借入金返済の負担軽減に繋がる返済条件の変更に関する提案
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	03
	経営再建や改善に関するアドバイス
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	04
	債務解決及びセーフティーネット貸付等に関する相談先の案内
	（　　　　　）
	（　　　　　）


＜③　既存顧客から返済に関する問合せや、相談を受けた場合＞
	
	
	現在行っている
	今後行いたい

	01
	借入金返済の負担軽減に繋がる借換え商品等の提案
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	02
	借入金返済の負担軽減に繋がる返済条件の変更に関する提案
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	03
	経営再建や改善に関するアドバイス
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	04
	債務解決及びセーフティーネット貸付等に関する相談先の案内
	（　　　　　）
	（　　　　　）


＜④　延滞中や、支払い不能となった既存顧客から、債務整理等の相談を受けた場合＞
	
	
	現在行っている
	今後行いたい

	01
	借入金返済の負担軽減に繋がる借換え商品等の提案
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	02
	借入金返済の負担軽減に繋がる返済条件の変更に関する提案
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	03
	経営再建や改善に関するアドバイス
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	04
	債務解決及びセーフティーネット貸付等に関する相談先の案内
	（　　　　　）
	（　　　　　）


問40. 直近1年間における、利用者から受ける相談の内容および傾向について、以下の中からそれぞれ当てはまるもの一つに○をご記入ください。
	
	増加
している
	減少
している
	変わらない
	相談がない

	01
	借入れについて
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）

	02
	返済について
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）

	03
	ヤミ金融等の利用被害について
	ヤミ金融等非正規業者
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）

	04
	
	クレジットカードショッピング枠の現金化業者
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）

	05
	
	偽装質屋
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）

	06
	
	似非(えせ)ファクタリング業者
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）

	07
	生活設計や事業の資金繰りについて
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）

	08
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）


問41. 貴社における今後の貸金業の見通しについて、以下の中から当てはまるもの一つに○をご記入ください。
	01
	現状維持
	（　　　　　）

	02
	事業拡大
	（　　　　　）

	03
	事業縮小
	（　　　　　）

	04
	事業売却
	（　　　　　）

	05
	転業
	（　　　　　）

	06
	廃業
	（　　　　　）

	07
	その他
	（　　　　　）


問42. 問41で「01.現状維持」「02.事業拡大」と回答された方にお伺い致します。
今後の事業方針や、考えている事業のあり方などについて、以下の中から当てはまるもの全てに○をご記入ください。
	01
	事業コスト構造の改善や、経営資源の効率的な活用
	（　　　　　）

	02
	他業種との業務提携によるサービスの拡充
	（　　　　　）

	03
	貸付商品（消費者向、事業者向、無担保、有担保等）の追加
	（　　　　　）

	04
	広告戦略の強化による集客力の向上
	（　　　　　）

	05
	インターネットでの仮想店舗による販路拡大
	（　　　　　）

	06
	他の金融機関等との提携による販路拡大
	（　　　　　）

	07
	クレジット等の周辺事業を強化することで、貸金業の底上げを図る
	（　　　　　）

	08
	Ｍ＆Ａによる事業規模の拡大
	（　　　　　）

	09
	東南アジア等の海外への進出
	（　　　　　）

	10
	フィンテックを活用した新しいビジネスモデルへの変革
	（　　　　　）

	11
	事業環境の変化に対応した人材育成
	（　　　　　）

	12
	ＣＳＲ活動の強化による企業ブランドの向上（企業の競争力向上）
	（　　　　　）

	13
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	（　　　　　）


問43. 問41で「03.事業縮小」「04.事業売却」「05.転業」「06.廃業」と回答された方　　　にお伺い致します。
その見通しの背景にある課題や問題点について、以下の中から当てはまるもの
全てに○をご記入ください。
	01
	人員不足
	（　　　　　）

	02
	事業環境の変化に対応した人材不足
	（　　　　　）

	03
	後継者不在
	（　　　　　）

	04
	資金不足
	（　　　　　）

	05
	集客や顧客へのサービスが継続できない
	（　　　　　）

	06
	不良債権の増加
	（　　　　　）

	07
	収益性、利幅の減少
	（　　　　　）

	08
	利息返還請求の増加
	（　　　　　）

	09
	法規制による管理業務負担が多い
	（　　　　　）

	10
	少子化高齢化や過疎化などの商圏人口減少等によるマーケットの縮小
	（　　　　　）

	11
	集客力の低下
	（　　　　　）

	12
	事業の見直し（貸金業以外の事業に注力等）
	（　　　　　）

	13
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	（　　　　　）


問44-1. 今後、協会に対して望むこと（提供して欲しいサービス内容や情報提供など）についてお伺い致します。
以下の中から当てはまるもの全てと、最も望むこと一つに○をご記入ください。
	
	
	協会に対して
望むこと
	協会に対して
最も望むこと

	01
	提供サービス（加入メリット）の拡充
	（　　　　）
	（　　　　）

	02
	業界動向等の定期的な情報提供
	（　　　　）
	（　　　　）

	03
	協会員向け各種研修会の開催増加
	（　　　　）
	（　　　　）

	04
	紛争相談体制の強化
	（　　　　）
	（　　　　）

	05
	事業者向け相談サービス強化
	（　　　　）
	（　　　　）

	06
	出前講座等を通じた一般消費者向け金銭教育活動
の充実
	（　　　　）
	（　　　　）

	07
	資格試験の講習開催増加（開催地・回数等）
	（　　　　）
	（　　　　）

	08
	協会員向け行政協力事務対象範囲の拡大
	（　　　　）
	（　　　　）

	09
	専門家による法務等相談サービスの充実
	（　　　　）
	（　　　　）

	10
	各種要望のとりまとめ等
	（　　　　）
	（　　　　）

	11
	その他
	（　　　　）
	（　　　　）


問44-2.「01.提供サービス（加入メリット）の拡充」と回答された方にお伺い致します。
今後、提供して欲しい具体的なサービス内容等についてご記入ください。
	＜具体的なサービスの内容等：回答欄＞


以上でアンケートを終了させていただきます。
ご多用中にもかかわらず、ご協力誠にありがとうございました。
アンケート調査票のご提出期限は、平成30年1月15日（月）です。





＜アンケート内容などに関するお問い合わせ先＞


アビームコンサルティング株式会社


担当：日本貸金業協会アンケート係


電話：　03-6700-8867　ＦＡＸ：　03-6700-8868


お問い合わせ時間：10:00～12:00、 13:30～17:00


　［休日：土日祝祭日、12月29日～1月4日］　


Mail：　� HYPERLINK "mailto:JPABchousa@abeam.com" �JPABchousa@abeam.com�





＜調査の目的や主旨などに関するお問い合わせ先＞


日本貸金業協会　業務企画部　調査課


電話：　03-5739-3013　ＦＡＸ：　03-5739-3027


お問い合わせ時間：9:30～17:30


［休日：土日祝祭日、12月29日～1月4日］　


Mail：　chousa@j-fsa.jp
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